










第4節 統計的差別是正のシナ リオ:い くつか
の提案
第1節 統計的差別の現在
日本では戦後 「すべて国民 は,法 の下 に平等で
あ って」(日本国憲法第14条),「 婚姻 は,両 性の合
意 のみ に基づ いて成立 し」,家 族に関す る諸事項
は 「個人の尊厳 と両性の本質的平等 に立脚 して,
制定 されなければな らない(同 第24条)と 定 め ら
れた。 しか し,長 い間に培われた慣習がす ぐにあ
らた まらなか ったのは もちろんの こと,法 制度面
で も合憲性 の疑 われ る諸規定1)が今 も残 されてい
るよ うに憲法の趣 旨が十分 に徹底 されない状況が
続 いて きた。 そのために女性差別撤廃条約批准 に
当たっては,男 女雇用機会均等法の制定等 の国内
法の整備が必要 にな った(林[1984])。 機会均等が
企業 の努力義務 に とどま り,罰 則規定 で強制 され
ないこと,差 別 申 し立 ての救済手続 きが立法 ・行
政 のいずれ も不 十分 に しか手 当 されて いない こ
と(2)には,女 性 の社会的地位向上 への国 内の政治
的圧力が低 いことが反映 されている。
1955年 か ら10年 お きに行われてい る 「社会階
層 と社会移動(socialstratificationandsocialmo、
bility;SSMと 略称される)調 査」〔3)では,男 性につ
いて は職業 ・所得 ・教育(学 歴)を 主要な地位変
数 とす ることが確 立 された成果だが,女 性 の社会
的地位 の構造 は夫 や実家の社会的地位 の影響 を受
けて,男 性の社会的地位 よ りず っと複雑 な構造 を
もっていることが,初 めて女性 も調査対象 とした
1985年SSM調 査で見 い出 された(直 井 ・川端 ・
平田[1990],p.36)。 たとえば無職で 自己名義の所
得 を もたない既婚女性(い わゆる専業主婦)は 男性
の地位変数をそのまま適用すれば低 い地位 に位置
づ けられて しま うが,女 性無職を男性無職 と同様
には扱えない。「主婦」は一般には中位 か ら中の下
の職 業威信 スコアを もっ地位 と認識 されて いる
が,配 偶者 の職業威信 で その威信 に は差 があ る
(原 ・肥和野[1990])〔4)。また有職女性 も 「男性 に比
べて狭 い階層空間 内 に封 じ込 め られて き」(今 田
[1990],p.57)て お り,全 体 と して見 ると 「女性 は
ま だ独立 の地位 を もっ と はい いが た い」(岡 本
[1990],p.10)と いうのが1985年SSM調 査 の結
論である。日本女性 は 「○○の娘」「○○の妻」「○
○の母」 とい う名 しか持 たなか った時代か らそ う
大 きくは脱皮 していないのである。
しか し国内ではそうした女性の社会的地位の低
さについての認識 自体が非常 に乏 しいのが現状 で
あ る。 その要因の一つに 「両性 の本質 的平等」 の
定義 自体 の難 しさ(51がある。1970年 代前半 までの
日本 では皆婚 ・早婚傾向が強 く,男 女 ともに,独
身者 が社会 的圧力にさ らされることが多 か った。
特 に女性につ いては 「適齢期」 という観念が支配
的で,20代 前半 に多 くの女性がほぼ一斉 に結婚す
る行動 が見 られた(井 上 ・江原編[1991] ,p.8)。 働
く女性 をあか らさまに差別 する結婚退職制や若年
is‐
定年制 を違法 とす る判例 は1960年 代後半 か ら定
着 したが61,「女性 は一般 に就業期間が短い ことか
ら責任 の あ る仕事 はまかせ られな い」 と して採
用 ・訓練 ・昇進 の機 会 が制限 され る統計 的差別
(八代[1980])は 依然 として根強い。機会均等法 が
制定 されて も,男/女 を総合職/一 般職 に振 り分
けるコース別人事政策が,政 府 によって均等法 に
抵触 しない労働慣行 と認め られているのはその象
徴であ る{7)。
日本では婦人解放運動 において も母性主義思想
の影響が伝統的 に強力 な ことも(三 宅[1994]),
個々の女性 をそれぞれ に個性を もつ人間と して扱
うよ りも,結 婚 ・出産 ・育児で 「妻」「母」の役割
を果たす 「集団」 の一員 と して扱 う統計的差別容
認 の土壌 となって きた。
労働 の需要側に も供給側 にも,性 差別が,両 性
の特質 の差に応 じた 「合理 的な」差別(=単 なる区
別)で あ り,「両性 の本質的平等」の達成 に抵触 し
ないという認識 が支配 的だったのである。男性 と
同様 に働 き続 ける権利を もとめ る女性 の主張 は民
主主義社会における少数派 の主張 として,軽 視 さ
れて きた。
しか し統計的差別を排 した機会均等の保障 は,
現代の 自由主義国家および市場経済にとって非常
に重要 な理念であ り,米 国で は,日 本企業の人事
管理政策 は女性 やマ イノ リテ ィに対 して差別的
で,公 民権法 タイ トルW・ 男女同一賃金法 ・年齢
差別禁止法 などに違反す ると して,次 々に訴訟が
起 こされている⑧。
米国で性差別撤廃 を目指す運動 を促 した思想 は
フェ ミニズム(feminism)で ある〔9}。現在,フ ェ ミ
ニズムは様々な分派 をかかえて,統 一 したイメー
ジを掴みに くくな って しまっている。 とくに日本
では,女 性への統計的差別が改 ま らないのに 「女
性 が強 くな った」 と椰楡 され たり,均 等法施行後
は 「法的 に平等 にな ったのに女性 の意識 が相変 わ
らず低 い」等 と性急に評 された りする 「フェ ミニ
ズム後進国」の現状があ り,「 家族解体」「女性の
敵 は男性」 とい うような過度 に部分的 な(時 には
男性差別的な)メ ッセー ジのみが フェ ミニズムの





女性 にも適用す ることを求 める主張 をフェ ミニズ
ムととらえる。「性差」 とい う基準 にとどまらず,
一・人一人 の個性を尊重 して 「機会均等」 とい う理
念が適用 され る範囲 は,今 後 も広が ることはあっ
て も,狭 まることはないだろ う。 したが って,い
ずれ は国際的圧力で 日本企業 の差別的慣行 は廃止
せ ざるをえない。外圧な しには差別的慣行を改善
で きないとすれば,特 殊論nuの シナ リオ通 りの展
開である。国内で女性 に対す る統計的差別を是正
す る必要性 を正 しく認識 し,適 切 な政策 を実行す
る ことが急務であ る。
統計的差別是正 の障害 となっている一つの大 き
な要因 として,日 本にお ける長期勤続 を前提 とし




である,と い う「保護か平等 か」という問題設定が,
均等法制定以前 も,以 後 も,女 性 を差別待遇する
側の変 わ らない論理であ る。 もし女子労働保護規
定が完全 に撤廃 されれば,米 国型の機会均等への
試 みとい うことになろ う。 その場合 はア ファーマ
ティブ ・アクシ ョン(affirmativeaction)の よう
な 「結果の平等」政策 を併用す るとい うヴィジ ョ
ンを もって主張 され るのでなければ,「 保護 か平
等か」 という問題設定 は差別是正 を目指 した フェ
ァな もの とは言 えないのではないか。
主 として大企業 の男性従業員について成立 して
いる日本型経営 の もとでの労働慣行(17」を支えてい
るのが,日 本型の性別役割分業家族 であることに
っ いて は現在 までの と ころ現代経 済理論 お よび
フェ ミニズムの成果を踏 まえた議論 は十分ではな
い。近代経済学 では家庭 は長 く市場外の 「見えな
い」領域 におかれ,Beckerが そのタブーを破 る研
究 を遂行 して もなかなか認 め られなか った。八代
[1980,1983]はBeckerの 議論 を踏 まえて,当 時 と
しては画期的な家事労働論 を含む女子労働論 を展
開 し,差 別是正にっ いて も提案 しているが,性 別
市場経済における生産組織の型
役割分業家族 につ いては慎重 に 「家庭内の男女の
役割分担の問題 は社会的に重要 であると して も,
本質的 に政府 の直接的 な政策の対象 とな るもので
はない」(八 代[1980],p.57),「 家庭 内の問題 は基
本 的 に 政 府 の 関 知 す べ き も の で な い」(八 代
[1983],P.14)と いう立場 を表明す るにとどめて
い るα%当 時 の 日本 の近 代 経済 学界 の有力 メ ン
バー(現 代経済研究会)が 編集 した 「女性労働 は差
別 されているか」[・:1]と いう特集は,八 代 よ り
さらに後退 したス タンスであ り,当 時 の近代経済
学界の女性差別 に対 する問題意識 をよ く伝 えてい
る。 日本 におけるマルクス主義 フェ ミニズムの旗
手で あ る上 野千鶴子 が近代経済 学 を酷評 して い
る(1のは理由のないことで はない。
政府 が家族 の問題 に過剰に介入 しないとい う立
場 は妥 当なものであ り,本 稿で も踏襲す る。 しか
し現在問われて いるのは,「伝統」という名 目で女
子 のみが学校で家庭科を修 めた り,名 簿 について
も男子が先 ・女子が後 とい う制度が政府 によ って
定 め られ,家 族生活に介入 されてきた こと,そ れ
によって生 じている女性の社会的地位の低 さとい
う 「負 のス トック」 を今後 どう解消す るかという
点 なのであ る。中立 の地点か ら出発で きると考 え
るのは事実認定を誤 っている。
マル クス経済学 は主婦論争への影響 をは じめと
して,日 本経済論 ・社会政策論等の文脈で家事労
働論 ・女性労働論 について豊富 な蓄積 があ り㈱,
性差別批判 の視点 を持 ち続 けるとともに,政 策面
で も影響が大 きか った。八代(1励は 「しば しば,婦 人
運動家等か ら,主 婦の家事労働 の経済 的評価 と配
偶・者控 除の引 き上 げとい う要求が同時 にな され る
場合があるが,こ れは基本 的に矛盾 してい る」 と
論評 して いるが,女 性の社会的地位が低 く十分な
政治的圧力が生 じない状況で,性 差別 を批判 す る
視点 を提供 し,均 等法成立の国内勢力 を形成 して
きたことにっ いて,十 分 な敬意 を払いたい。
しか し,マ ルクス経済学 ・マルクス主義 フェ ミ
ニズムの拠 る家事労働論が 「家事 の社会 的評価」
を要求す る家事労働保護政策 の基礎 にな り,女 性
の地位向上 にっいて誤 った誘導 を与えていること
の弊害を今 日では無視 することがで きない。家事
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労働論 と,そ の基礎 にある近代家族 における性別
役割分業 の経済 的基礎 は,Beckerの 選択理論 的
枠組 みで構成す るのが妥 当であ ることを本稿 で は
論証 し,統 計的差別的是正 に的を絞 った政策 を提
案す る。第2節 では,性 別役割分業 の経済的基礎
は 「分業 の利益」 の享受にあるとい うBeckerの
『家族 論』 の選 択理論 的枠組 み(choice-theoretic
framework)が,日 本の家族 について もあて はま
る普遍的な理論であることを示す。 日本 の役割分
業家族 は 「家族単位の効率性」 を極端 に追求 した
タイプ と して位 置づけ られ る。Becker理 論 が 日
本 の家 族 に も適用 で きる とい うことは,日 本 の
「特殊性」を強調 す る議論 に対す る有力 な反証 に
もなる。第3節 では,家 事労働 の供給 ・報酬形態
につ いて議論 し,家 事労働保護論を批判す る。
家事労働についての 「幻想」が強力で,性 別役
割分業優遇政策が とられて きたに もかかわ らず,
近年 の日本 の 「家族」 はその枠におさまらない構
造変化を示 し始 めている。統計 的差別撤廃への国
民的基盤 が次第 に整 って きたのであ る。第4節 で




家族を外生変数扱 いに して きた現代経済学 はむ
しろ例外的存在 で,人 類学,歴 史社会学,社 会学,
生物学,法 学,心 理学 な ど様 々な分 野 の学問 は
(そ して国家 も人々も)常 に 「家族」に関心を寄せ,
理論的実証的研究 を蓄積 して きている。 そ うした
研究 を豊富 に引用 しっつ,現 代経済学 の選択理論
的枠組 みを用いて,家 族生活の物質的(material)
側面のみを扱 う(こ れは家計行動の ミクロ経済学的
分析ですでに扱われている)の で はな く,結 婚 ・離
婚 ・出産 ・威信のよ うな家族生活 にお ける 「非物
質 的」行動 について も統一的 に分析 しよ うと野心
的 に試 み て い るの がBecker『 家 族 論』[1981,
1991]の 特色で ある。Beckerは,古 今東西の家族
についての包括的分析 を示すのが 自分 の意図で あ
り(Becker[1991],p.3恥,そ れを強調す るため に
「家族の経済分析」ではな く家族 「論」(treatise)
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と命名 した と述べてい る(p.x)。
Beckerの 家族論 は,経 済学者 か らはあ ま り好
意的 には扱 われて こなか ったがα⑳,家 族研究 に蓄
積のあ る他の分野 の学者か らは学 際的な関心を集
めて きた(P.x)。1992年 の ノーベル経済学賞受賞
で,家 族 を含 む人間行動 についてのBeckerの 分
析の真価がよ うや く広 く認 め られるようにな った
が,邦 語訳 が出版 されていない日本で は,内 容 に
っ いて の正確 な知識 も普及 して いない。本節 で
は,増 補 改訂版 に付 された詳細 な 「前書 き」 と
「序」(introduction)に 拠 りつっ,性 別役割分業 の
経 済 的基 礎 につ いて のBeckerの 所論 を紹 介 し
て,第3節 の議論 を準備す る。
Beckerは 家族(正 確には「近代家族」α91)が変容す
る戦後 の米国社会を 目の当た りに して 『家族論』
を構想 した。初版 は1981年 に刊行 されたが,関 係
論文の発表 は1960年 に遡 る。 増補改訂版 は1991
年 に刊行 され,初 版以来 の研究 の進展,論 争 の整
理 を通 じて自 らの研究の意図を正確に伝えよ うと
す る長 い序章が執筆 されている。本稿 では性別役
割分業家族の経済的基礎(第2章)の 議論のみを
取 り上 げるが,「家族論』はそれだけを論点 とす る
著作で はな く,結 婚市場(第3,4章),出 生率(第
5章),世 代間の階層移動(第6,7章),家 族 のなか
で見 られ る(とBeckerは 主張するが他の経済学者
が反論 してや まない)利 他 主 義(altruism)(第8
章),ヒ ト以外 の種 にお ける家族(第9章)な ど,
家族 にまつわ る興味深 い様 々な トピックスを含 む
大部の力作である。
Beckerの 分析 で無造作 に用 い られ る新古典派
経済学の諸概念(需 要 ・供給 ・選好 ・費用 ・市場 ・
均衡),と くに 「結婚市場」「子 どもへの需要」など
とい う言葉づかいか ら,『家族論』は市場経済が高
度 に発達 した現代の限 られた国の状況 のみを対象
にす る著作のよ うに誤解 されることがあ るが,そ
れは誤 りであ る。『家族論』を一読すれば,人 間社
会 の家族 の歴史 と現在 を統一的 に理解 しようとす
る熱情 の込 め られた,非 常 に優れた分析がそ こに
示 されていることがす ぐにわかる。多 くの学問分
野 の得てい る古今東西の家族 につ いての様々な知
見を,現 代経済学 が高度 に発達 させた選択理論的
市場経済における生産組織の型
枠組みで解釈 してみようという野心的 な試 みであ
れば,新 古典派経済学の言葉づかいで正確に提示
す るのは分析者 のとる当然 の作法で ある。 こうし
た試 みは既成の枠組みにむ りや り分析対象を合 わ
せ るよ うな生硬 さをもっ場合 も多いが,『 家族論』
ほどの完成度 を備えていれば,そ うした批判 もあ
た らない。む しろこうした接近 を徹底 したことが
他 の分野 との活発な学際的交流を可能 に した こと
が高 く評価 されてよい。
性別役割分業 の経済的基礎 につ いてのBecker
の所論 は次 のように構成 されている。
(1)家 族 は複数 メンバーか ら成 り,メ ンバ ーが
保有す る 「総時間」を労働供給 のような市場
活動(marketactivities)と 家事 ・育児のよ う
な家 内活動(domesticactivities)に 投入 し,
市場か ら購入す る財 ・サー ビスと組 み合わせ
て,「 子 ども」 を含 む様 々な財 ・サー ビスを
「生産」 して,効 用を得 る家計生産(house-
holdproduction)の 場であ る(p。24)。
② 家計生産 の生産 関数 は,家 計 の人的資 本
(humancapita1)の パ ラメー ターを含む(P・
24)。 市場 セ クターお よび家計 セ クターでの
活動に必要な人的資本 はそれぞれの部門に特
定的(sector-specific)で,人 的資本投資の収
穫 は逓増す る(PP・57-58)。 この とき各構成員
の資質がま った く同 じで も,ど ちらかの部門
に特 化(specialization)す る構 成員 を擁 して
「分 業 の利 益 」 を享 受 す るの が効 率 的 な生 産
方 法rし た が って効 率 的 な家計 とな る。家 計
生 産 関 数 が,規 模 に っ い て の 収 穫 逓 増(in-
creasingreturnstoscale)ま た は一 定 で あれ
ば,す べて の構 成 員 が ど ち らか一 方 の活 動 に
特 化 す る分 業 が効 率 的 に な る(pp.3(}-35,p.
sip
(3)各 構成員 が特化す る部門 は比較優位 による
のが効率的である。女性は,妊 娠 ・出産 ・授
乳 について男性 より多 く生物学 的にコ ミッ ト
してお り,伝 統的 には子 どもの 「生産」活動,
したが って家計 セクターに比較優位 をもちや
すか った(pp.37-38)。
従来の選択理論で は軽視 されて きたが,「 時間」
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の有限性 の制約 は人間 にとって非常 に重要 な希少
性であ る。 時間の効用および総時間の制約,と い
う形 で時 間 の重要 性 を明示 的 に考慮 す ると(p.
21),市 場労働 ・非市場労働(家 事 ・余暇)・ 消費
を家族単位 で選択 す る様 子が 明 らか に分析 で き
る。 それが 「性別役割分業」 のような 「質的」な
選択 を含む ことは非常 に興味深 い帰結である。性
別役割分業の選択には,人 的資本 の収穫逓増 ・家
族単位の効率性の追求という要因が強く関与 して
お り,「分業の利益」の享受 という物質的 ない し経
済 的基 礎 が あ る とい うのがBeckerの 所論 で あ
る。
(3)は一見 した ところ社会生物学⑳のよ うな生物
学 的決定 論 と受 け取 られ て もや むをえ ないが,
Beckerの 議論 では,両 性 の生物学 的差異 は部分
的な役割 しか果 た していない。 というのは,
① 離婚の確率が高 まる
② どち らかのセ クター(お そらくは家計 セク
ター)の 活動が退屈 だ った り,や りがいがな
いとみなされる
とい う修正 を加 えれば,両 性間でそ う極端な特化
(=性 別分業)は 生 じな くな る(p.4)。Beckerは 離
婚 に際 して子 どもの親権を母親だけでな く父親 に
も割 り当て る最近 の傾向が,女 性 の家庭責任を軽
減 し,両 性が互 いの伝統 的役割に相互乗 り入 れす
る変化を促進 し,既 婚女性の所得 の改善,性 別 の
職種分離(occupationaldifference)の 減少 を もた
らすか もしれないと指摘す るとともに,そ うした
相互乗 り入れがすすんで,家 庭責任 を女性 のみが
負 うことがな くな って も,な お家族を形成 して享
受 で きる分業 の利益 は十分大 きい という所見を述
べ(p.78),(3)に ついては限定的 な位置づ け しか与
えない立場を明確 に している。
さ らに人的資本形成 にあた っての親 の関与が詳
しく言及 されてお り(p,40),重 視 されているの は
両性 の生物学的差異 それ 自体ではな く,そ れを拡
大 する社会制度(家 族 ・市場)の ほ うであることが
明 らかである。実際,Beckerは 選択理論的枠組み




② 市場 セクターで活動 しよ うとする女性 に対
す る差別
がわずかな もので も,男 性 と女性 の各セ クターへ
の時間配分 は大 き く異 な り,顕 著 な役割分業 ・市
場賃金の性別格差 が観察 され るという,市 場 を通
じた一 種 の格差拡 大効果 の存在 を強調 して いる
CP・4,p.63)o
ところで,家 計生産 において,構 成員 の時間が
互いに補完性(complementarity)を もっ財の生産
が多 いほど,特 化e分 業 に向け られ る時間 は少 な
くなり,性 別分業 は制限 され る(p.39)。Beckerは
男性の家事分担が増 えた現代 で も,補 完性 は依然
として重要 であると指摘 している(p.40)⑳ 。 それ
に対 して 日本で は男性の家事時間が少な く,女 性
の 家 事 時 間 に っ い て は 「二 重 の 抑 圧」(山 田
[1994])が 言 われ るほど家事の簡便化 の進 まない
のが現状であ る㈱。Beckerの 枠組 みか ら見 ると,
両性 の 「補完的 な」活動を具体的個別的に必要 と
す る財 の生産が少な く,米 国 よりも徹底 した性別
役割分業が家計内で行われ,家 計単位 の効率性が
極端 に追求 されているのが,日 本の性別役割分業
家族であることがわかる。
第3節 で詳 しく議論す るよ うに,日 本では妻が
家計管理権 を握 っているのをは じめ として,家 内
領域 について広 い裁量権 を もつ。夫が 「小遣 いを
もらう」 とい うサ ラ リーマ ン家庭 に多 く見 られる
習慣 は,家 計内の役割分担が分業の利益 の分配 に
ついて もか なり明確に定 めた システムで あること
を窺わせるに十分な事実であ る。 日本企業 の長 く
て不定形な労働時間慣行に合 わせよ うとすれば,
家内領域の仕事(家 計セクターの労働)に つ いては
すべて妻にまかせる しかな く,家 内領域 の仕事 を
任せ られた妻 は,市 場 セクターの活動 には時間 を
配分で きず,貨 幣所得 の獲得 につ いては夫に依存
せ ざるをえない。 したが って,妻(女 性)が 夫(男
性)に 一方的に従属 しているわけで はない。「全体
と して相手 を必要 とす る補完性」 が 日本の性別分
業家族 の主要 な特徴 なのである。離婚率 が先進国
中では依然 と して低 いことには,補 完性が 「必要」
とい う水準で関与 してお り,分 業の利益 とその分
配 について も一方が極端 に不利でないよ うに決 め
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られて いるという要因が大 き く作用 していると思
われ る。
このよ うに 日本型 の性別役割分業家族 も,家 事
セク ターでの時間投入 と市場 セクターでの時間投
入 を ともに考慮 して,家 計を 「生産」 の場 と捉え
るBeckerの 選択理論的枠組みで説明できる。 日
本型 の分業 は,家 計内の分業が市場での労働慣行
とわかちがた く結びっいていることを はっきりと
示す事例 にな って いる。 日本 は集団主義社会で個
人 の選択 ない し自由 は 「抑圧」 されて いる特殊な
社会 のように内外 ともに認識 されがちだが,そ の
内実 は上 のよ うな ものであ り,そ れ ほど 「特殊」
な力学が働 いて いるわ けではない。集団 の規範 を
尊重 しっっ も経済 的諸要素 を考慮 して合理的な選
択行動 をとる,ご く普通の=普 遍的な行動原理 に
したが う人 々が構成す る社 会で あ ることが わか
る。
ただ し,ア ジアで最初 に産業化 して,植 民地支
配 も経験す るほど成功 しなが ら,戦 争 に敗れて廃
櫨 の中か ら,ま た資源が乏 しい中か ら復興を 目指
したとい う経済的歴史的背景,戦 前 のイエ制度 ・
戦後の民主主義化 とい う社会的歴史的背景か ら,
労働時間慣行 が家族 と個人の生活にゆとりを残 さ
ない水準 ・形態に設定 されて きた。 それが,欧 米
先進国 には 「特殊」 に見 えるのはやむをえない。
しか し,Beckerが 指摘 す るよ うな個人 と家族 の
経済合理的行動,市 場 と個人の相互作用 とい うメ
カニズムは日本で も 「共通」 に働 いてい る。今後
は日本で も生活 の質 ・余暇(経 済学用語では 「上級
財」で ある)を もとめ る要求 が高 ま ると思 わ れ
る⑳。 家族生活 について も,個 別 の活動 に補完性
を もとめて,過 度 の分業 を制限す るような傾 向が
すでに現れてお り⑳,彼 我の 「違い」は互 いに容認
で きる 「個性」 に昇華す る可能性 が高い。
第3節 家事 「労働」の特定性と報酬
現在,マ ルクス経済学で は家事 は 「無償」(竹 中
[1994],p,27),も しくは 「金銭 という社会 的 ・物
質的 「対価」や 「代償」な しの,非 社会的」㈲労働
と位置づ け られているが㈱,か つて の主婦論争(上
野編[1982])で は 「主婦労働 は使用価値を生み有
用だが,交 換価値 を生 まない」ので労働で はない,
とい うのがマルクス経済学の標準 的見解 として参
照 された。 マル クス主義 フェ ミニ ズムで は家事
は,近 代家族 における 「愛情 の表現」⑳ として女性
に押 しつ け られた 「不払い労働」⑳ であると位置
づけ られて いる。家事労働 が市場価格 を もたない
ことか ら,GNPに 算入 しないとい う国民経済計
算 体系 の基礎 理論 を提供 して い る近代 経済学 で
も,Becker以 前 には家事労働 は市場経済 の外部
に位置づ け られて きた。
家事労働が市場 「外」にあ り,社 会的 に有用な
価値を生 みなが ら 「無償」「不払 い」「市場価格 を
もたない」 とい うことになれば,市 場 とは異なる
「社会的装置」 によ る評価が準備 され るべ きであ
る,と 「市場の失敗」論 を援用 した政治的圧力が
生 じ,政 府の政策措置が求 め られ るのが現代資本
主義経済 における力学である(岸 本[1986])。 実
際,日 本で はそ うした家族政策 ・社会政策が提案
され,採 用 されてきた⑳。 そ して女性差別の撤廃
が国際的課題 とな った1980年 代 に,家 事専業 ・
家事優先の妻 についての年金 ・税制優遇政策が推
進 され,彼 女 たちの地位改善がまず確保 されると
い ういささか時代錯誤的な事態に至 った⑳。
家事が市場外 にあ るとす る議論 は,家 事を専業
としたり,家 事 が主 で仕事 が従の 「妻」 が,市 場
経済 ない し資本主義経済の 「外部」 にいて,傍 観
者,悪 くとも非収奪者 で しかないよ うな特別 の位
置 に身 をおけるとい う幻想を生みだ して もいる。
しか し前節で見たよ うに,家 族 は 「家計単位 の効
率性」を追求 し,市 場活動 と家計活動 に分業 する
場合 には分業 の利益の分配 について も内部で取 り
決 あて いる。家族 は市場経済 の 「中」 に位置 して
いて,経 済計算 を しなが ら,市 場 セクター ・家計
セ クター(地 域との付 き合いを含む)の 様々な活動
を編成 して存在 し続 ける組織である。近代家族以
前 には 「家族」の構成員 は もっと多 く,使 用人を
含み,家 族が 「生産」を行 うための物質的ない し
経済的基礎を もっ 「組織」 であることはさ らに明
確 に見て とれた⑳。 近代家族 では,夫 婦間の 「愛
情」 のような精神面が強調 され,構 成 員の数が少
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な く(夫 婦とその子 ども),一 般 の 「家族 の多様化」
の印象 とは逆 に,そ れ以前 に比べむ しろ均一化 し
て しま った。 そのため に,場 合によっては非常 に
脆 い構造 を もっ よ うにな った とはいえ,家 族 が
「市場経 済の中の企業」 と多 くの共通点を もつ こ
とには変 わ りがない。現代企業論 で は,組 織内の
構成員間 の報酬の支払 いが,す べての条項 を明示
的 に定 めた 「契約」 によるわけで はない,な い し
はそ うした契約を結ぶ には取引 コス トがかか りす
ぎる不確実性 の大 きさに対処す るために 「組織」
がっ くられ るとい う点が強調 され るが岡,日 本 の
役割分業家族 における役割分担 ・分業 の利益 の分
配 の取 り決め は,ま さにそうした 「報酬の支払 い
方法」 が選択 されてい る組織 としての特徴 を示 し
ている㈹。
また個々の人間に とって も,家 計 にとって も,
家事 も市場労働 も,時 間を投入 して人的資本 と し
て蓄積 した特定の技能を用 い,総 時間の有限性,
家計全体 の効率性 を考慮 して個別 の時間配分 を決
めなければな らない活動であ ることにつ いては変
わ りがない。 それを強調 して構成 されたBecker
の選択理論的枠組の立場か らは,従 来の家事労働
論 は 「家事労働」 と通常の 「市場労働」 との違 い
を過度 に強調す る難点があ る。
といって も家事労働 と市場労働 に全 く差がない
わけで はない。第一 に,実 際に市場で価格をつけ
られている市場労働 と違 い,機 会費用 という暗黙
の価格 しかっ けられない家内労働の 「価格」 は実
際 の貨幣所得 を伴わず,課 税 されず,GNPに 算入
されないだ けでな く,そ れに従事 す る 「妻」が未
成年者 と同 じく 「被扶養者」 と して扱われ,配 偶
者か らも,社 会か らも,一 段劣 った者のよ うに評
価 され る場合があ る。家事専業 もしくは 「家事が
主 ・仕事が従」の 「妻」 は家計セクターのみに時
間配分す る完全な特化,も しくは家族 セ クターと
市場セ クターの双方に時間配分す る不完全な特化
を選んでお り,人 的資本の蓄積 も家計 セクターに
偏 り,実 際に市場 セクターに時間を供給す る場合
には賃金率 も低 くなる。 こうした評価が与 え られ
ることで 「主婦」の自己評価 も低 くなり,家 事労
働それ自体 が一段劣 った労働のよ うに扱 われ るお
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か しな状況 も見 られ る。
これは,両 セクターの人 的資本 を 「実際に換金
す るか否か」「い くらで換金で きるか」とい うこと
が,経 済学者 の目か らは無差別(indifferent)に 見
えて も(そ してそれに拘泥するのが錯覚のように見
えても),機 会費用 とい う経済学 に不可欠の概念が
必ず しも普通 の人 々が もっていない 「高度 の」想
像力 ない し計算能力㎝を要求 してい ること,も し
くは機会費用 という概念 は理解す るが,そ れが強
制力 がない ことを利用 して交渉を有利 に進め よう
とす る行動がみ られること,の いずれかの状況 が
現実社会 で起 こってい ることを示 してい る。
こうして 「全体 と しての補完性」 とい って も,
実際に市場で価格 をつけ られている市場労働 のた
めの人的資本 を蓄積 した 「夫」 と,機 会費用で し
か測れない家 内労働 のための人的資本 しか蓄積 し
ていない 「妻」とで は,交 渉力 に差が生 じてい る。
に もかかわ らず,女 性が家計セ クターに特化す る
傾向があることには,マ ルクス主義 フェ ミニズム
(およびラディカル ・フェミニズム侶騨)が 指摘す るよ
うに男性優位 の力関係 が作用 して い るだ ろ う。
Beckerも マルクス主義 フェ ミニズムの 「搾取」と
い う論点 には賛意を示 している(p.62)。
しか し,男 性優位 の力関係 を女性が一方的 に押
しつ けられた とみ るのは妥 当とは思われない。 日
本 では家計管理権 をは じめと して,「妻」は家内領
域 につ いて広 い裁量権を もっ∞臼。山田[1994]が 指
摘す るように,複 雑な現代社会 においては家計管
理や子 どもの養育 ・教育 のような仕事 はなかなか
厄介な ものであ り,そ れを 「妻」 にま とめて任せ
て省 くことのできる 「夫」の手 間はかな り大 きい。
管理する金額 の少なさや 自由裁量の少な さか ら軽
視す る論者 もあるが,夫 が 「もらう」小遣 い もや
は り少額 なのだか ら,そ うい う判断 はあ た らな
い。夫が 「小遣 いを もらう即 とい うサ ラ リーマ ン
家庭 に多 く見 られる習慣 それ 自体が,家 計内の役
割分担 につ いての意識 と対価の決 め方 を窺わせる
興味深 い事実である。「抑圧」されて不満が顕在化
しなか ったのではな く,性 別分業の利益が 「妻」
に もあ る程度 は分配 され るため に,性 別役割 の
「押 しつけ」に対する 「妻」の不満 はあまり大 きく
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なか った ことが,性 別役割分業を分配面 か ら支 え
たのではないだろ うか。
実際,性 別分業の利益 は大 きなものだが,前 節
で指摘 したよ うに,離 婚 して(も しくは誰とも結婚
せず)単 身化(子 どもや老親が扶養すべき家族の場合
もある)す る可能性 が高 い場合(も しくはそうした
選択肢を残 したい場合),市 場労働 に比べ家事労働
の収穫逓増 が鈍 いなどの場合 には,「完全特化」型
の家庭生活 ではな く,一 人一人が 自分の時間を市
場 労 働 と家 事 の 双 方 に 配 分 す るDINKS・
DEWKS・ シングル(子 どもや老親が扶養すべき家
族の場合 もある)な どの 「不完全特化」型 の家庭生
活 が選択 され る。家事専業や家事優先 の 「妻」 は
いないが,こ のよ うに様 々な家族生活 において も
家事労働 は日々行 われているので ある。
ただ し,分 業の利益の分配 につ いては,通 常 の
市場労働のよ うに明示的に契約 が結ばれるわけで
はな く,夫 婦 とい う人的 な共 同関係 に特 定的 な
(specific)な ものであ り,そ れが破綻 してむき出
しの力関係があ らわれたときには 「払われない」
モ ラル ・ハザー ドが発生す る場合 が多 い。 また経
済的 な相互依存関係のみで維持 され る婚姻 も見 ら
れ るようになる。 こうした事例が 「家族の病理」
と して観察 されやす く,家 族制度 自体 の欠陥 と指
弾 され るが,実 際 にモ ラル ・ハ ザ ー ドが生 じた
ケースのみが観察 されやす いバイアスには注意が
必要 である脳。 子 ども期 間の長 い ヒ トが,安 定 し
て子 どもを社会化 す る場 としての家族 の役割 には
今の ところ代 われ る組織 ・制度 は工夫 されていな
い以上,離 婚時 の財産分与 などには法的に詳細 な
規定を設 けて家内労働 についての夫 か らの 「不払
い」を防 ぐ,子 ど もの権利 はそれ 自体 と して保 障
す る㈹,公 的制度 とのかねあいで育児 ・介護 につ
いては無拠 出で年金期 間に算入す る(ILO勧 告㈹),
とい った保護措置は必要で ある。 しか し家事 を専
業 ない し主 とす る 「妻」 を保護 して,彼 女たちの
「家事一般」 を保護 す る政策 の根拠 は特 にないの
で はないか。
第二 に,各 々の家庭での家事 は,個 別企業に特
殊な熟練(firm-specificskill)(41)以上 に 「特定性」
が強い活動である。現代産業社会 では市場労働 は
その供給 について,定 型化 された指定労働時間に
従わざるを得ず爾,労 働の質を常 にモニ ターされ,
時 に は解 雇 され るとい う管 理下 に おか れ て い
る㈹。それ に対 して各 々の家庭での家事(そ して自
由時間)は,そ うした管理下 におかれず㈹,市 場で
の流 通を具体 的に は前提 しない独 自の活動 を含
む。主婦 も含 めて家族の 「好 み潤 を反映 している
きわめて 「特定性」の高い活動 は,各 々が まもり
たい 「私」(privacy)領 域で もある。 ク リーニ ン
グ ・受験産業のよ うに 「特定性」 の低 い家庭内活
動 はすでに市場化 され,社 会 レベルで分業 されて
いる。何を 「私」領域に含め るか は本来 は個人が
決め ることで,社 会的に評価 したり,干 渉す るこ
とで はない。 それ にもかかわ らず,公 的な干渉が
広 く見 られたのが実際の家族政策であ った。 こう
した干渉が誘導 した 「負のス トック」 は,や は り
公 的措置で清算 しなければな らないだ ろうが,そ
れを家事労働保護 を通 じて行お うとす るのは,負
の ス トックを積み増すだけである(第4節)。
このように,家 事労働 と市場労働 には違 いがあ
るに して も,家 事労働 とそれを担 う女性を特別 に
「保護」す る論拠 になるほどの違いはない。家事労
働 も市場労働 も,人 間独 自の活動 と して工夫が必
要で苦労 もあ るが,技 能 が向上 して喜 びを感 じた
り,必 要 に迫 られ ていや いや なが らした りす る
様 々な局面を含 む活動であ り,物 質的ない し経済
的な報酬 もあって,人 の生活 を支 えてい るのであ
る。
家計や家事を市場 「外部」 に位置づ け,保 護す
る思想 は,「女性」が性差別 の 「被害者」として完
全に 「免責」 されるわけで はない,と いう事実 を
覆い隠 して きた。戦前の 日本 は女性 に参政権を認
めず,「 妻の無能力」 を法で定 める女性差別社会
(個としての男性 も生きにくかった)㈲ だったが,戦
後 の日本女性 はそこまで 「無能力」な立場におか
れて はいない。男性 と同等 の社会的資源 を親 か ら
も社会か らも与 え られないことか ら,公 的領域で
の 「選択 の自由」が男性 に比べてよ り制約 されて
きた ことは事実 だが,自 由度 は決 してゼ ロで はな
か った。 そ ういうなかで,性 別役割分業 はそれな
りに割 に合 う取引 として選ばれて きたのである。
市場経済における生産組織の型
そ ういう面を見逃 して,男 性 だけが性差別 で利益
を得 て きた と議論するの は妥 当とは思われない。
家事労働を,し たが って家事 に専念す る女性を特
別視す るイデオ ロギーが支配的なだ けでな く,以
上で あきらかに したような経済的基礎が あればこ
そ,多 くの女性が安 ん じて 「家庭 に入 った」 ので
ある。
現在,日 本で は家庭内で の女性 の地位が高 い ド
メステ ィック ・フェ ミニズムが総 じて仰実現 して
いる状態であ り,家 事専業や,「家事 を主 ・仕事を
従」 とす る妻 にとっては,自 分名義 の職業 ・所得
がないとい う社会 的地位 の低 さは,経 済的 にも社
会的威信 という点 で も十分 に 「補償」 されている
と判断 して よい。 しか し,家 事労働を担当 して効
率的に家庭生活を営 む ことを可能 にす る配偶者 の
存在 を前提 に した労働時間慣行 は労働生活 の質 を
大 きく損 な ってい る。
また,雇 用をは じめ とす る公的領域 で 「女性」
の採用 ・訓練 ・昇進 につ いて機会均等 を保障 しな
い統計的差別 があ ることは,貨 幣所得の獲得を制
限 し,女 性が 「自分 自身 の市場労働の供給で経済
的に自立 し,性 別役割分業家族 を形成 せずに生 き
る」 ことを選 択す る権 利 を よ り強 く侵害 して い
る。 このことは,両 性 の本質的平等 の実現 の大 き
な障害 とな って いる。
第4節 統計 的差別是正 の シナ リオ:い く
つかの提案
戦前 の 日本 で は人 口増加 の圧 力が大 きな問題
だ ったが,戦 後 は日本で も家族計画が普及 し,少
子 化 ・高 学歴 化 が進 ん だ㈱。女 子大生 に は篠 塚
[1985]が 指摘 す るよ うな専 門分野 のかた よ りが
あ った し(供 給サイ ド),雇 用差別 もあった(需 要サ
イ ド)が,八 代[1983]の 指摘す るよ うな技術革新
の進行 と産業社会 の能力主義原理浸透 が,女 性 の
公的領域へ の進 出を遅 々と したペースとはいえ進
あて きた。
既婚者で はM字 型労働供給が多か ったが,最 近
で はOJT(on-the-jobtraining)を 兼ねた20代 の
職業経験 を結婚 ・出産で中断 しない晩婚化 ・少子
化 も急速 に進み,1990年 には合計特殊 出生率 が人
一25- 一
口の置換水準2.1を 下回 る 「1.57シ ョック」が起
こった。Beckerは 離婚の増加,出 生率の減少,女
性の社会進 出の増加 など家族の変容 を促す変化 は
いずれ も閾値 を超 えると急速 に進んだ(threshold
effects)こ とを,欧 米先進国について観察 してい
る(p.55)。 ここで も日本の経験 は欧米先進国 に倣
う可能 性 が高 い。育児休 業法 をす ぐに成立 させ
て・今 日まで一貫 して とって きた家族政策 ・女性
労働政策 を転換 す るべ く一歩を踏み出 したのは,
政策当局 としては賢明な選択 であった。育児休暇
期間中は無給 など,ど こまで条件 を整 えれば出生
率が回復す るかを見 きわめるべ くゆ っくりとサ ー
チ しているよ うなスタ ンスだが,外 圧 ではな く,
個 々の女性 と男性が生活 の中で積み重 ねた選択が
促 した制度改革 として,大 いに評価 したい。
女性 の労働市場 への進出を時代 の不可避 の趨勢
とよむ先見 の明を示 した八代[1983]は ,年 金改革
について も専業主婦 も保険料を拠出 しての個人化
が本来 あるべ きものであると述べていた。実際の
年金改革 は無拠出での個人化 とな ったため,専 業
主婦優遇 とい う逆行 ばか りが 目立 って しま った
が,「個人化」が今後の家族政策の方向 となるのは
間違 いない。問題 は 「いかなる個人化か」であ り,
個人化 の 「場」 となる市場経済 に対 して政府が い
かな るフレームワーク活動 をす るかが重要 な問題
である。
米国やスウェーデ ンでは男女平等について 日本
よ りも熱心 に取 り組まれて きたが,必 ず しも所期
の効果が あが らず 「次 のステ ップ」が追求 されて
いる㈲。 しか し,日 本で はもっとも弊害の多 い統
計的差別の撤廃が当面の急務であるというのが,
本稿 の強調 した点で あった。統計的差別 の撤廃 の
ためには,本 文 で も指摘 した次 のような政策 が有
効である。
① 均等法違反 の罰則化。立法 ・行政 による差
別救済手続 きの整備(花 見[1991))。
② 家事労働保護の効率化:離 婚時の財産分与
について,年 金権 の分割 も含む。パ ー ト収入
非課税 ・被扶養の妻の年金保険料無拠 出は廃
止。育 児 や介護 は社会 的労働 と して再編 成
し,社 会進出を希望 しなが ら市場労働 につい
一2fi-一 市場経済における生産組織の型
て人的資本 を蓄積 していない中高年女性の職
場を創出す る。その際,パ ー ト労働 にも労働
時間 に比例 した権利 を与 えて民 間 に範 を示
す。育児 ・介護 を私 的に行いたい場合 には,
その公的性格 に鑑みて,ILO勧 告 にしたが っ
て一定年限 を年金期間に算入。
③ 女性へ の奨学金制度 の充実:SSM調 査 は
学歴→初職→現職 とい う産業社会 の地位達成
のメイ ンルー トを一貫 して発見 している。現
在のところ,子 どもの最終学歴 について性別
で差 をっ け る親 の意識 はまだ改 ま っていな
い6①。大学 進学 まで教育費 を親 が負担す る慣
習が支配的な 日本では,男 女で 「教育機会 の
均等」 さえ実現 していないので ある。重点的
な施策が望 まれ る。
④ 法定 の賃金割増率 を上げた り,事 実上上限
のない男子の残業につ いて きちん と上限を設
ける。
これ までに公的誘導 もあって形成 されている 「女
性 の社会的地位」にっいて の 「負 のス トック」が,
現在 の 「女性 の社会的地位」の初期賦与値で ある。
そうした不平等につ いては,市 場 メカニズム自体
には修正力 は備わ っていない。機会均等 の実現 に
っいての将来にわた る過剰な介入を避 けるために
は,負 のス トックを解消す る経過措置 を思 い切 っ
て とる政策 スタ ンスが必要か もしれない。 こうし
た政策の実行で,10年 後,20年 後 には今よ りも,
労働 と自由時間,男 性 と女性 のバ ランスが とれた
生活を多 くの 日本人が楽 しめる社会が築かれてい
るので はないか。 その ときに他 の先進国 に主張で
きる日本社会の美質が現 れてお り,そ れが 日本の
国柄 と して敬愛 されて いれば喜 ば しい限 りで あ
る。
以上,家 族 を論 じるのに経済学用語 ・モデル分
析 を用す るBeckerに 倣 って,日 本の家族 を議論
して きた。普通の感覚か らは不謹慎 に映 ったか も
しれない。 しか し,家 族をささえ る経済的ない し
物質 的基礎を明 らかに し,伝 統的な性別分業の固
定化が両性の本質的平等 とい う憲法 の理念 の実現
を阻む メカニズムを特定 した ことは,理 論的分析
な らではの貢献 である。 また平等の実現 という大
義名分が あって も,家 庭 セクターに政府が過剰 に
介入す るのは望 ま しい ことで はないか ら,介 入 を
最小限 に抑えた政策を工夫 しなければな らない。
そのために も理論的分析 の貢献 は欠かせない。
近代経済学者が使 う用語 と数理的手法 は,外 部
か らは過度 に抽象 的にみえ,人 間性の内せ まい功
利的な部分 に しか注 目していない という不満 ・批
判をいっ も喚起 して しま う。 しか し,そ ういう手
法 は必要があ って採用 されているのであ り,理 解
す るのには一定の準備(=人 的資本の蓄積)が 必要
だが,人 間行動への豊かな洞察 という収穫を もた
らして くれる。 そ うした迂 回生産 の成果 を無視す
ることは,わ れわれの社会生活の重要な側面への
目を曇 らせ ることをこそ恐れ るべ きであるという
のが本稿 のとる立場であ る。
現在,出 生率低下 の要因分析などで活用 されて
いる計量 分析 は,Beckerの 理論的貢献抜 きには
発展 しえなか ったアプ ローチで あ るが,Becker
が米 国の現代 フェ ミニズムのメッセー ジを受 けと
めて示 してい る公平 な態度 はあま り注 目されてい
ない。Beckerは 家族の変容を目の当たりに して,
もっぱ ら 「女性」 を批判す るよ うな態度 を とって
いないが,日 本ではそ うした姿勢 自体が まだ社会
の共有す るものでない。 そ うした状況 を改革す る
ためには,性 差別の物質的 ない し経済 的基礎 を解
明 し,差 別を是正す る政策 を実行す ることが重要
であ るとい うのが本稿 の立場で あった。
ただ し,人 間 は物質 的ないし経済的関心 のみに
規定 されて生 きているわけで はない。社会制度が
改 ま らな くて も人を差別 しない態度が可能な こと
は,Becker,Mitterauer[1990],Bourdieu[1977]
らの叙述をみれば明 らかであ る。彼 らの研究 は,
女性が発 した 「フェ ミニズム」 とい うメ ッセージ
を,男 性が真摯 に受 けとめて示 しうる公平 な態度
とい うものを示唆す ると ともに,自 分 に とって
「不利」か もしれない普遍 的理念 の実現 に,歴 史的
な課題を見 いだ して進 んで引 き受 けよ うとす るす
ぐれた人間性を示 している。 多 くの女性 たち(も
ちろん男性 たち も)が た とえ報 わ れ ない場 合 が
あ って も,家 族 と社会 に対 して示 して きた愛 情
市場経済における生産組織の型
も,物 質ない し経済 のみに とらわれない人間性を
いつ も示 してきた ことも忘れてはな らない。性差
別 の経済 的ない し物質 的基礎 に限定 して議論 する
ことは,自 然言語 の水準で はそ うした 「人間性」
とは別 の文脈 を強調す るように映 るか ら,itた
るものがあ る。
しか しいままた米国にな らって 「個人化」「市場
化」が潮流 にな りっっあることを目の当たりにす
るとき,そ うしたため らいを乗 り越 えて,あ くま
で も物質的な具体的な根拠 を重視 して,制 度を具
体的に整備 することが重要 であると主張 せざるを
えない。性差別 の制度(と 意識)を 大 幅に残 したま
まi先 進的 な法制度を形式的に取 り入 れて も,性
差別の撤廃 は実現 しないというのが,戦 後 日本の
女性 の社会的地位がたどった遅 い足 ど りの教訓 で
ある。公共 的見地 にたった最低限の,し か し統計
的差別の撤廃 という力点 を誤 らないフ レームワー
ク活動が,市 場経済が両性 の本質的平等 ・機会均
等 を実現 しっっ適切に作動す るために不可欠であ
る ことを主張 して,結 語 とす る。
(1)辻 村[1993]
(21花 見[1991]
(3)富 永 編[1979],直 井 ・盛 山編[1990]
(4}有 職 の 場 合 で も,夫 の 扶 養 控 除 内 で 働 くパ ー トタイ マ ーが
多 い(塩 田[1992],大 沢[1993])こ と に は,経 済 的要 因 だ
け で な く,こ の よ うな 社 会 的 威 信 に っ い て の 認 知 構 造 も関 与
して い るだ ろ う。
(5}辻 村[1993],江 原 編[1990,1992〕,吉 澤[1993]
{6}寺 沢[1984],大 脇[1984]
(7)花 見[1991],「 日本 か らの手 紙 」 グル ー プ[1994],塩 田
[1994],津 村 ・北[1994],中 島 ・中 下 ・野 村[1994]
(8)矢 部 〔1991],花 見[1991],八 城[1992]
(9)米 国 の 現 状 に っ い て はFuchs[1988]参 照 。 米 国 社 会 の よ
り広 い社 会 的 文 脈 に つ いて はWeiss[1988],北 村[1990],




㈹ 啓 蒙 書 と して 書 か れ て い る八 代[1993]の 副 題 は,「 ポ ス
ト ・フ ェ ミニ ズ ム 」 時 代 を生 きて い る現 代 女 性(と 男 性)に
よ って 疑 問 を もた れ て い る行 動 様 式 な い し社 会 規 範 そ の もの
で あ る。
(1の 上野[1990〕,p.279
㈲ 上 野[1990],大 沢[1993],竹 中 ・久 場編[1994]
㈲ 八 代[1983],p.162
(m以 下,本 文 に お け る 同書 の 参 照 につ い て は,ペ ー ジ数 の み
を 記 す 。
一27一
"8ノ ーベル経済学賞 受賞記念講演(Becker[1993])お よび
r家族論 』 前書 きの 。噌manyeconomistsarehostiletothis
applicationoftheapproach"(Becker〔1991]p .x)と い う
箇所 を参照 の こと。
α鋤 落合[1989],Mitterauer[1990]
aODWilson[1978]
⑳ 上野[1994]は,米 国で家事 が男性で も分担 で きる水準 に
簡 便化 され てい ることを指摘 してい る。
伽 熊谷[1993参 照。またBourdieu〔1977],川 北 編[1987] ,
折橋編[1994],寺 崎[1994]は,産 業社会 にお ける時 間 ・時
間配分 につ いての興味深 い調査 ・論稿 をお さめ ている。
㈱ 木下[1990]の 行 った調査 は,現 在 の労働 時間慣行 を支 え
る労働供給側 の要因を明 らかにす るとと もに,労 働時間慣行
の 「変更」 を支 え る眉 も析 出 していて興味深 い もので ある
。
⑳ 親 か ら独立 して 生活 してい る独 身 者 は元 々 「性 別役 割分
業」 して いない。Beckerは 独身男性,独 身女性,既 婚 男性,
既婚女性 につ いて労働供給 の時間 と賃金 を比較す る興 味深 い
表 を作成 して いる(Becker[1991,p.41)。
㈱ 服部[1994),p.123。
㈱ マ ルクス経済学 内部で も家事 「労 働」 の位 置づ けにつ いて
統 一見解 があるわけで はない ことに は,上 野[1990]Part1
理 論篇の補論 に詳 しい議論が ある。本 文で は,女 性労 働 につ
いての有力 なマルクス経済学者 である竹中恵美子 ・久 場嬉子
編[1994]の 見解 に拠 って,「 マルクス経 済学 におけ る家事労
働論」 を構 成 した。
⑳ 上野[1990],山 冊[1994]
Vi:!上 野[1990],p.147。
㈲ 「日本型福祉社 会」 にっ いては,大 沢[1993]参 照。
⑬0塩 田[1992]
G9近 代 家族以 前 の ヨー ロ ッパの家 族 につ いて はMitfierauer
[1990]参 照。
⑬⑳ こ う した ア プロー チの創始 者 はCoaseで あ る。Coaseは
Beckerと 同時 に ノー一ベ ル経 済学賞 を受 賞 した。Coaseの 業
績 を知 るには論文集(Coase[1989])が 便利 であ る。 宮本
[1987,1991],青 木[1989]参 照。
⑬ 性別分業家族 で も本文 とは違 う形 態 の取 り決 めが見 られる
場 合 もあ る。性 別分 業 したい家族 で も,家 計生産 の たあ の役




㈹ 河上[1994],ニ ッセイ基 礎研究所[1994ユ
㎝ 八代[1983]が この点 を強調 して いる。





働 女性労働 にとっての労働 時間慣行 の重要 性を明 らかに した
す ぐれた研 究 に樋 口[1991]が あ る。
WalAkerlof&Yellen(eds.}[t986]
㈲ 小倉 ・大橋編[1991]
㈲Bnurdieu[1979]の 指摘す る文 脈での 「好 み」 であ る。
(4p唄[1992]
㈱ 分 業の利益 および役割分担 についての相応 の敬意 と報酬 を
妻 に払 わ ない夫 もいるが,そ れ が支配 的で はない,と い う意
味 であ る。Dawkins〔1989]が 明 らかに したよ うなメ カニ ズ
ムが人 間につ いて どの程度適 用で きるかは,科 学的 に も哲学
一28-一 市場経済における生産組織の型
的に もまだ決着 がっいて いない し,私 も社会生物学 の立場を
その まま是認 す るわ けで はない。 しか し,人 間行動 に部分的
には 「生物」 と しての論理 が働 くことを無視 す るの は科学的
とはいえない し,哲 学 と して も偏 って いるだ ろ う。Axelrod
[1984]が 明 らか に したよ うに,「利 己的 な遺 伝子」 といえど
も生存 のた めには 「協 力」す る契機 がある。 た いて いの場合
「自分 た ちの」 子 ども(ownchildren)を 養育す る家計 内で
は,一 方が優位 に立 っ支配 ・従属 関係 で はな く,双 方 が協 力
しあ う関係 が成 立 して い るケー スの ほ うが多 い ので はない
か。特 に日本 のサ ラ リーマ ン家庭 で はそ うした慣習 が成 立 し
て お り,現 代 社会の家族規範 の一 つを形成 してい るというの
が,本 文 の判断で ある。
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